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1. 緒言 

 

 光導波路としての光ファイバが1960年代に開発を見

てから半世紀近くが経つ1)．19世紀終わり頃，ヘルツに

よる電磁波の発見を機にマルコーニが無線通信を実証し，

電磁波による情報伝達が急速に発達した．20世紀中ごろ

には電磁波の開発が次第に短波長へとシフトしていくに

つれ，光の持つ膨大な帯域幅は将来の情報通信時代の到

来を夢見る研究者にとって非常に魅力的なものとなりつ

つあった．しかしながら当時の光導波方式は損失が大き

くならざるを得ず，光ファイバの登場後も光通信の世界

到来までは大きな壁が立ちはだかっていた． 

 ところが1970年，コーニング社により20 dB/kmという，

当時としては極めて低損失な石英ガラス光ファイバが開

発されてからは状況が一変，光ファイバが通信用伝送路

として唯一無二の候補となることは疑いのないものとな

り，世界中の光ファイバメーカによる壮絶な開発競争が

展開されることとなる．今日では一般的な光ファイバの

伝送損失は0.2 dB/km（波長1.55 µm）～0.35 dB/km（1.3 µm）

に至っている2)．光ファイバを通信に用いることの利点は，

軽量で曲げやすいこと，電磁誘導の影響を受けないこと，

漏話が少なく秘話性が高いこと，ガラス材料の資源が豊

富であることなどが挙げられ，今や全世界に展開する光

ファイバネットワークは総延長700万km（2003年），通信

容量はユーザ利用速度で 大100 MBpsにも及ぶ大情報

通信時代が到来した． 

 一般家庭レベルでも2005年9月現在，国内における

FTTH（Fiber to the home）回線の純増契約数はADSL

（Asymmetric Digital Subscriber Line：非対称デジタル加

入者線）のそれを既に越えており，契約数も300万件を

上回っている3)．将来的には3000万回線（2010年目標・

NTT）にも及ぶものと予想されている．その大容量を生

かした映像配信などの各種サービスが展開されており，

インターネットトラフィックの増加はムーアの法則

（CPU性能の向上度合い：1年半で2倍）のスピードを上

回る勢いである． 

 このような大容量情報通信時代にあっては，あらゆる

情報のやり取りが情報通信ネットワークにゆだねられる

こととなり，必然的に通信性能には高度な信頼性が求め

られる．また，長距離光通信には当然のことながら大出

力の光源や中継増幅装置が用いられることとなり，その

末端が一般家庭のごく日常に触れる場所に届くことを考

えると，安全・安心のための対策も極めて重要なファク

ターとなってくる． 

 こうした通信性能試験や安全性確認のための計測技術

は決して欠くことのできないものであり，その計測技術

や計測装置に関しても高い精度と信頼性が要求されるこ

とはいうまでもない． 

 中でも も基本的かつ重要な計測器は光ファイバパワ

ーメータであり，既に各国において光ファイバパワー標

準のトレーサビリティ体系の構築が進んでいる．このほ

か光ファイバ網のコンポーネントは光源，コネクタなど

多岐に渡るため各々における標準もまた重要であり，ま

たWDM（Wavelength Division Multiplexing : 波長分割多

重伝送方式）など新たな大容量通信方式の開発に伴い，

通信帯域における波長標準といった新たな標準の需要も

急速に高まってきている． 

 本稿ではこれら光ファイバにおける各種標準について，

特に光ファイバパワー標準に関して重点を置き，現状の

計測技術や産業界のニーズを国内外の 新動向も含めて

調査した結果を報告する． 
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図1 光ファイバ通信システムと測定系の一例4) 

 

2. 光ファイバ通信網の概要 

 

2.1 光ファイバ通信網の標準化機関4) 

 光ファイバ通信に関する標準化については，国際的機

関としてIEC（International Electrotechnical Commission: 

国際電気標準会議）の技術委員会であるTC86，および

ITU-T （ International Telecommunication Union – 

Telecommunication Standardization Sector: 国際電気通信

連合・電気通信標準化部門）がある．特に活発なのは

IEC/TC86で，光通信技術に関わるデバイス・モジュール

を網羅している．IEC/TC86はIECの全TCの中でも 大規

模を誇っており，このことからも光情報通信がいかに重

要視されているかが垣間見える．IEC/TC86の発行済規格

の中には，光ファイバパワーメータの校正，波長分散テ

ストセットの校正， OTDR （ Optical Time Domain 

Reflectometer : 光パルス試験機）の校正などがある．中で

も後述するように も重要な光ファイバパワーメータの

校正についてはTC86/IEC61315として文書化されている． 

 これに対応するわが国のオプトエレクトロニクスの標

準化はJISとしてまとめられている．JIS規格は（財）光産

業技術協会（OITDA）の標準化委員会で原案の作成がな

されている． 

 

2.2 光ファイバ通信網のコンポーネント 

 光ファイバ通信網は，光信号を伝達する光ファイバは

もとより，光ファイバ同士や光ファイバと各機器を接続

するコネクタ，信号源である光源，信号の受信器にあた

る光検出器，そして中継基地局では微弱になってしまっ

た光信号を再生する光増幅器など各種コンポーネントか

ら成っている．これらのコンポーネントは前節で述べた

規格にのっとり，敷設時や故障時には試験を行なう必要

がある．光ファイバ系通信システムの測定系の例を図1

に示す．もっとも基本的な測定項目は光レベルの確認で

あり，光パワーメータが用いられる．光パワーメータは

光受信レベルを変えて符号誤り率を評価する際のモニタ

にも用いられる．したがって光ファイバ通信網測定の主

役は光パワーメータであると言える． 

 
2.3 光通信用パワーメータ 

 前節で述べたように，光通信用パワーメータの役割は

極めて大きい．光ファイバ通信向けのパワーメータに要

求される性能は，①高確度であること，②広ダイナミッ

クレンジであること，③高速測定が可能であること，④

入射光の偏光に対する依存性が小さいこと，⑤光センサ

からの反射が少ないことなどが挙げられる．現在市販さ

れているパワーメータとしては，光源モジュールとセッ

トになったテストセットやハンディタイプのものがある．

通常，センサ部はフォトダイオードであり，その応答は

図2に示すように波長依存性を有している．したがって

高確度な測定を行なうためには校正波長において感度

（絶対値）の校正を行なう必要がある．他の波長につい 

 
図2 フォトダイオードの波長感度特性 
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てはセンサごとに波長感度特性を別途評価しておき，測

定においては波長ごとに補正を施す．ダイナミックレン

ジについては，-90 dBm (1 pW)の低パワーに対する感度

が求められる．一方，光ファイバアンプを用いた高パワ

ーの計測においては+30 dBm (1 W) に対して高精度な

測定ができることが望ましい．市販されているパワーメ

ータの確度は製品にもよるが数パーセント程度である． 

 以上より，光ファイバ通信網における測定で重要な光

パワーメータについて，1 pW ~ 1 Wのパワー範囲で，サ

ブ%レベルの不確かさで校正可能な標準が必要であるこ

とがわかる． 

 
3. 光ファイバパワー標準の概要 

 

3.1 わが国の光ファイバパワー標準供給体制 

 図3にわが国の光ファイバパワー標準供給体制を示す．

現在，産業技術総合研究所計量標準総合センター（NMIJ）

ではレーザパワー標準がjcss供給されており，光減衰量

は依頼試験として供給を行なっている．光減衰量標準は

2005年秋にjcss化がなされる予定である．一方，光ファ

イバパワー標準は2006年度から依頼試験として供給を

開始する予定である． 

 ユーザ向け光ファイバパワーの校正は，レーザパワー

標準の認定事業者がJCSS校正として請け負っている．

NMIJのレーザパワー特定標準器を用いて認定事業者の

レーザパワー二次標準器が校正され，この二次標準器を

用いて光ファイバパワー標準器の校正がなされている． 

表1 JQAが供給する光ファイバパワーの校正範囲 

波長 パワー範囲 不確かさ (k=2) 
10 – 50 µW 1.0 % 
50 – 100 µW 0.5 % 

850, 1310, 1550 
nm 

100 – 500 µW 0.35 % 
 
 

すなわち，現在わが国の光ファイバパワー標準はレーザ

パワー標準の供給範囲の拡大として校正がなされている

ことになる．しかしながら近年の光ファイバパワー標準

の需要の大きさから，光ファイバパワー専用の特定標準

器の開発・整備が急務とされている． 

 光ファイバパワー校正の認定事業者のうち，日本品質

保証機構（JQA）が供給している光ファイバパワー標準

の概要は表1の通りである． 

 JQAによる2004年度の光ファイバパワーの校正件数は

56件で，うち半導体フォトダイオード型のパワーメータ

が7割近くを占め，このほか熱型の標準パワーメータも

校正の依頼があった． 

 

3.2 レーザパワーカロリメータ 

 光パワーの絶対計測は熱型検出器を用いる方式が主流

である．熱型検出器は光パワーを受光部吸収体に吸収さ

せて熱に変換し，受光部の温度変化を測定するものであ

る．受光部は多くの場合，吸収体で覆われた金属板で，

入射光パワーを漏れなく吸収できるよう低反射率である

こと，吸収率の波長依存性が小さいこと，熱容量が小さ

く熱伝導性が良いことなどが必要とされる．可視・近赤

 

 

図3 わが国の光ファイバパワートレーサビリティ体系 
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外領域では金黒（全反射率：0.1～1 %），黒色ペイント（0.5

～3 %），Ni-P合金5)（<0.2 %）などが吸収体として用い

られている．吸収体の温度上昇を測定する温度計の部分

には十分な温度感度，直線性，再現性が求められ，熱電

対やサーモパイルが用いられている．吸収体裏には電気

的なヒータが設けられていて，光パワーによる温度上昇

と等価となるようにヒータに直流電力を印加し，入射し

た光パワーを算出するという方式を取る．ここで光パワ

ーとヒータパワーの等価性が特に重要となる． 

 中でも熱型検出器の一つであるカロリメータは，誤差

評価が容易であり，測定値が電気的パラメータの一次標

準に直接結び付けられるなどの利点が挙げられる．一方

で一般的に熱抵抗値が小さく，熱容量が大きいなどの欠

点があり，低パワーでの計測が困難となる問題があった．

これを克服すべく，旧電子技術総合研究所において1987

年に等温制御方式の高感度カロリメータが開発され6)，

我が国のレーザパワー特定標準器として利用が開始され

た． 

図4に等温制御カロリメータ方式高感度レーザパワー測

定装置（H-3）のブロック図を示す．H-3カロリメータは

筒型の吸収体，温度センサ，冷却ユニットからなる．二

つの温度センサと冷却ユニットは吸収体と温度基準ジャ

ケットの間に設置され，吸収体には温度制御用のヒータ

が備えられている．吸収体の温度を常に一定に保つよう

（等温制御），温度センサで検出された温度差をヒータに

フィードバックする機構になっている．入射レーザパワ

ーの算出方法は以下の通りである． 

 入射光の総パワーをPl，吸収体ディスク部で吸収され

るパワーをPld，吸収体の円筒部分で吸収されるパワーを

Pls，反射ロスによって散逸するパワーをPrとすると，次

式が成り立つ． 

 

 
 

図4 等温制御カロリメータ方式高感度レーザパワー測定装置 

   のブロック図 

rlsldl PPPP ++=  (1) 

レーザビームが未入射のとき，ヒータパワーと冷却パワ

ーとの間には等温制御の条件から 

01 =− chh PPk  (2) 

の関係がある．ここでPh1はヒータパワー，Pcは冷却パワ

ー，khはヒータパワーのうち，冷却素子に伝達する割合

で，ヒータと周囲との熱抵抗で決まる定数である．ビー

ム入射中のヒートバランスは等温制御条件より， 

02 =−++ clsslddhh PPkPkPk  (3) 

である（各項のkは熱抵抗に起因する係数）． 

ここでビーム入射時と未入射時のヒータパワー差を 

21 hhhl PPP −=  (4) 

と置くと，入射ビームパワーは 

rls
d

s
mll PP

k
kPP +








−+= 1  (5) 

と変形できる．ただし， 

hl
d

h
ml P

k
kP =  (6) 

である．Pmlは吸収された入射レーザパワーのうち，ヒー

タパワーの変化量として検出される量にあたる．ディス

ク吸収体の吸収率が高いので，(5)式右辺第2項以降は誤

差要因として評価・取扱う． 

 各部位の詳細について以下に述べる． 

 吸収体は高い光吸収率を有し，また温度基準ジャケッ

トとの熱伝導率を可能な限り小さくしてµWレベルでも

計測可能な温度上昇を示す必要がある．そこでH-3カロ

リメータでは高い熱伝導率を有するアルミ製の平板と円

筒を組み合わせた吸収体を採用した．表面吸収率を高め

るため，3M Nextelコーティングが施されている．コーテ

ィングの反射率は2~5 %であるが，反射ロスを0.1 %以下

に抑えるためにディスク前方に円筒を設けてある．ピン

ホール検出器を用いた評価ではいずれの波長域でも

0.08 %以内の反射ロスであった．また，この構造により

吸収体のサイズを小さくでき，直流置換に有利となって

いる． 

 温度センサは熱伝導率が小さく，低ノイズで応答が速

いことが重要である．H-3カロリメータではノイズ特性

が極めて良好なBi-Teが用いられている． 

また高いパワー分解能を達成するには温度基準ジャケッ

トの温度安定性も重要で，H-3カロリメータでは3重のジ
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ャケット構造とすることにより外気温1 ℃の変化に対

して10-6 ℃の温度安定性を達成している．これによりnW

オーダのパワー分解能を得ている．H-3の基本特性評価

においては，13 nWのレーザパワーに相当する温度

5.6x10-7 ℃まで計測可能であることが認められ，また等

温制御時には5秒の時定数で動作することが確認されて

いる．吸収体の一様性についてはビーム入射位置を中心

から0.2 mmまでずらしても0.05 %の差異に収まっている． 

 特定標準器における不確かさ評価について以下に記述

する．H-3カロリメータには入射レーザパワーとヒータ

パワーの等価性を調べる目的で，ディスク前方中央にサ

ーミスタが設置されている．(6)式は 

hl
d

t
ml P

k
k

KP =   (7) 

t

h

k
k

K =  (8) 

と書き換えられる．ここでKはサーミスタパワーとヒー

タパワーにかかる係数の比である．(8)式より， 
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となる．(9)式中の右辺第一項は熱平衡に起因する誤差，

第二項は制御系および機器に関する誤差である． 
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となる． 

円筒カバーにおける平衡に関する誤差は1-ks/kd として

見積もられる．Pls/PlおよびPr/Plは式(5)から導かれる． 

 ディスク上及びシリンダー上での平衡に関する誤差は

ディスク上のサーミスタおよび円筒上のワイヤヒータを

用いて実験的に取得できる． 

kt/kdは黒色コーティングの熱抵抗値およびコーティング

表面とジャケット間の熱リンクの測定値から見積もられ， 

%07.0−≈
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となる．円筒カバーについては 

%11.01 −≈⋅
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P
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であり，反射ロスについては 

%08.0−≈
l

r

P
dP  (16) 

と見積もられる．dPhl/Phlについては，ヒータパワーの制

御偏差による不確かさが0.002 %，デジタルボルトメータ

の精度による不確かさが0.03 %である． 

 測定結果のばらつきは0.011 %（n=5）で，以上をまと

めるとH-3特定標準器によるレーザパワー測定の不確か

さは632 nm，10 mWで0.11 %（k=2）である． 

 

3.3 改良型カロリメータ 

 H-3特定標準器は常温環境下でも動作可能な光パワー

計測用カロリメータだが，光通信・光情報処理分野で需

要がある10µW以下の低パワーの計測においては，計測室

の室温変動や，大気圧変動による断熱膨張／圧縮効果の

影響を大きく受ける．通常の測定室の大気圧変動は1~2 

Paであるが，これは10 µWレベルでのパワー測定のバラ

つきに換算すると0.5~2 %に相当する．そこでこれらの

温度変動の補償用吸収体を装備した改良型のカロリメー

タが開発された7)．吸収体がツイン型となっているほか

はH-3カロリメータとほぼ同じ構造となっており，補償

用吸収体は大気圧変動等による室温変動をキャンセルす

るためのものである．熱等価ノイズが3.9 nW，応答時定

数が5秒という特性を持っている．従来型カロリメータ

の場合，1~2 Paの大気圧変動に同期して770 nW相当の変

動が検出されたが，ツイン型の場合は19 nWに抑えられ

ている．またツイン型の場合，温度ドリフトにも強いと

いう利点を有している．不確かさについては従来型カロ

リメータとまったく同じで追加事項はなく，測定バラつ

きを10 mW – 1 µWで0.01-0.6 %に低減，10 µWにおける合

成標準不確かさは0.18 %を達成している． 

 

3.4 光ファイバカロリメータ 

 光ファイバ系システムで要求されている光ファイバパ

ワーの高精度測定の目的には，通常フォトダイオードを

用いるが，下記のようにさまざまな問題点があり，IEC

でも活発に議論がなされている： 

フォトダイオードは感度の波長依存性が大きく，また温

度係数も大きいため，入射パワーを高精度に計測するに

は高い精度で検出器自身の特性を調べておく必要がある．

特にGeフォトダイオードを1.55 µm帯で用いる際は，

InGaAsフォトダイオードと比べて波長／温度依存性が
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顕著なため注意が必要である．また光ファイバ端面等，

光の入射面と検出器表面との間で多重反射が生じやすく，

測定に大きな不確かさをもたらすことになる．光ファイ

バパワーメータの校正にカロリメータを直接利用するこ

ととすれば，全ての入射パワーが吸収されるためフォト

ダイオード固有の問題が生じなくてよい．Suzuki8)らによ

り開発された光ファイバパワー計測用カロリメータの構

造を図5に示す．基本的な構造および制御方式は空間系

ビーム計測用のツイン型カロリメータとほぼ同じである．

光ファイバビーム用，空間系ビーム用の各アダプタが用

意されておりいずれのビームにも対応できる．また光フ

ァイバからのビームは発散ビームとなるため，これを漏

れなく検出できるように吸収体の大きさおよび光ファイ

バ端と吸収体との距離に注意が配られている．吸収体の

一様性は1 mmφサイズのビームをスキャンして求めら

れ，0.1 %未満であることが確認されている．光ファイバ

ごとのNA（開口数）の違い，すなわち光ファイバからの

発散ビームパターンの違いによる不確かさは，吸収体有

感領域中のさまざまな位置を照射して調べたところ，

0.2 %未満であった．よって光ファイバパワー測定の不確

かさは空間系ビームパワー測定の不確かさとほぼ同程度

と考えられる． 

 従来方式であったフォトダイオードを介しての光ファ

イバパワーメータの校正と，カロリメータを直接用いる

方式の校正とで不確かさを評価したところ，1.3 µm帯で

0.24 %から0.11 %へ，1.55 µm帯では0.8 %から0.16 %へと

劇的な向上を見た．従来方式の大きな不確かさのほとん

どは仲介器であるフォトダイオードによるものであり，

これらを介さずに直接光ファイバパワーを絶対計測でき

る光ファイバパワーカロリメータは強力な標準器である． 

 

 
 

図5 ファイバカロリメータの構造図 

この特色を生かし，NMIJでは光ファイバカロリメータを

用いた光ファイバパワー標準確立のための研究を進めて

いるところである．特に光ファイバの出射端からの放射

パターンを元に，フェルールの 適設置位置，吸収体各

位置での入射角度による影響の評価，コネクタ付け替え

等による不確かさを詳細に検討していく予定である． 

 

3.5 光パワーメータの直線性校正 

 前節で述べた熱型の標準器を用いることにより，高精

度に光ファイバパワーの絶対値を計測することが可能で

あり，光パワーメータの校正が可能であるが，熱型の標

準器は測定可能なパワー範囲が限られており（10 µW – 

10 mW程度），校正の需要（1 pW – 1 W）を満たすには至

らない．一方で被校正検出器の直線性は後述する手法で

別途校正することが可能である．すなわち，あるパワー

において熱型検出器で絶対値を校正しておき，校正パワ

ーを基準としてより高い／低いパワー領域への検出器の

直線性を校正することで，10桁以上にもわたる幅広い範

囲についても光パワーメータを校正することが可能とな

る．直線性の校正手法としては重ね合わせ法，減衰量増

分法，微分法，比較法などがあるが，このうちNMIJで用

いられている前二者について述べる． 

 
3.5.1 重ねあわせ法9) 

 重ねあわせ法（重畳法）はリニアリティ校正の基準器

となる標準パワーメータの校正を行なうための手法であ

る．重ねあわせ法で用いる実験体系の概略を図6に示す．

通常，光源から検出器に至る光パワーを2系統に分ける．

図6の場合，光ファイバ中を伝達する光パワーが測定対

象であるため，光カプラーを用いて分波・合波を行なっ

ている．それぞれの光路には光スイッチが設けられてお

り，独立にオン・オフが可能である．まず一方の光スイ

ッチのみをオンにしておき，標準パワーメータでパワー

を読み取る．次にもう一方の光スイッチのみをオンにし，

標準パワーメータの読み値が先ほどの測定と同じ値とな

るように光路上の減衰器を調整する． 後にいずれの光

スイッチもオンの状態にし，2つの光路からくる合計の

光パワーに対する，標準器の読み値を記録する．標準パ

ワーメータが完全な直線性を有していれば合計光パワー

の測定値はそれぞれの光路を経由した光パワーの測定値

の和と全く同じ値をとることになる．逆にその値のずれ

が，検出器の直線性を評価する指標となる．本手法は基

準器が不要な自己校正法であるという利点があり，IEC

文書TC86/IEC61315でも下記の通り手続きが定められ広

く用いられている．
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図6 重ねあわせ法による標準パワーメータの直線性校正法 

 

１．それぞれの分岐においてパワーメータでの測定値が

同じになるようにバランス調整用の減衰器を調整． 

２．両方の分岐のシャッターを開き，同時に計測したパ

ワーPab,iを計測． 

３．それぞれの分岐からのパワーPa,i, Pb,iを計測． 

４．次式によりローカルな非直線性を計算． 
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５．レベル設定用の減衰器で3 dB減衰させ，上記の作業

を繰り返す． 

６．デシベル表現において，グローバルな非直線性は，

ローカルな非直線性の合計となる． 
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ここで，n<0は参照パワー以下での計測値，n>0は参照

パワー以上での計測値を示している． 

参照パワーに対するトータルの非直線性は 

|)max(| globaltotal NLNL ±=  (21) 

あるパワー区間における非直線性の 悪値は 

)min()max( globalglobalworst NLNLNL −=  (22) 

 
 不確かさの要因としては①ドリフトによる光源の不安

定性，②反射の変化に対する応答，③レーザのコヒーレ

ント長が長すぎるために生ずる干渉の効果，④偏光依存

性およびパワーメータの分解能があげられる．また，そ

れぞれの分岐のパワーと，合計パワーが等価でないこと

による不確かさも生じる． 

表2 9dBステップの直線性計測の不確かさ 

不確かさ要因 評価の根拠 標準不確かさ 

データのばらつき 実験データ 1.63x10-4 dB 

重ねあわせ時の干渉 実験データ 0.66x10-4 dB 

温度依存性 実験データ 0.35x10-4 dB 

偏波依存性 実験データ 2.0x10-7 dB 

 

 不確かさを評価する手順としてはまず，ローカルな非

直線性の合成標準不確かさu(NLi)を計算し， 

グローバルな非直線性は 

)()( iglobal NLunNLu ⋅=     (dB) (23) 

として計算する．nは3 dBステップを参照レベルから何回

たどったかに関する回数である． 

 NMIJで供給中の減衰量標準で用いている標準パワー

メータについて，n=3（9 dBステップ）の時の不確かさ

をまとめると表2のようになる．合成標準不確かさは

1.8x10-4 dBとなり，これは0.004 %に相当する． 

 

3.5.2 減衰量増分法10) 

 被校正光パワーメータの直線性校正に用いる手法とし

て，減衰量増分法がある．これは定められたステップ減

衰量に対する光パワーメータの応答を評価することによ

って直線性の指標とするものである．減衰量増分法で用

いる実験体系を図7に示す．光路上に2つの光減衰器が設

けられており，検出器に入射する光パワーを調整する．

前段の光減衰器はパワーレベル設定用であり，後段のも

のはステップ減衰量を実現するために用いる．ステップ

減衰量用の光減衰器は，重ねあわせ法で校正した標準光

パワーメータを用いてあらかじめ校正してあり，正確な

減衰ステップを実現できる．NMIJではこれまで，9 dBス

テップで減衰量標準を供給してきたが，産業界のニーズ

に対応する形で 近10 dBステップでの供給にも着手し

ている．このステップ減衰量を与える光減衰器に加え，
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図7 減衰量増分法によるパワーメータ直線性校正法 

 

 

図8 検出器の非直線性の模式図 

 

前段にレベル調整用光減衰器を併用することで，広ダイ

ナミックレンジでの直線性校正が可能となっている． 

 検出器の持つ非直線性を図示すると図8のようになる．

光パワーP(n)におけるNL(n)は次式で与えられる． 

∑∑
==

−=

−−−=
n

k

n

k
DC kAkA

PnPRnRnNL

11

)()(

)}0()({)}0()({)(
 (24) 

ここで，ADC(k) は被校正パワーメータの応答R(k)，R(k-1)

の強度比であり，A(k)は光入力P(k)，P(k-1)の強度比であ

る． 

 

 不確かさの要因としては，①パワーレベル設定用減衰

器の設定ズレ，②減衰量の切替に伴う偏光変動により被

校正パワーメータが受ける影響，③光減衰器の光パワー

依存性，④ステップ減衰量そのものの不確かさなどが挙

げられる．表3に[-90 dB,0 dB]区間（P(0)=3.87 dBmを基

準とする）における光パワーメータ直線性測定の不確か

さバジェットを示す．この時，合成標準不確かさは

2.25x10-3 dBであり，これは0.05 %に相当する． 

 

 

表3 [-90 dB，0 dB] 区間の直線性測定の不確かさ 

不確かさ要因 標準不確かさ 

繰り返しのばらつき 7.90x10-4 dB 

レベルセットずれによる不確かさ 8.43x10-6 dB 

パワーレベル切替による偏光の変動 4.84x10-6 dB 

ステップ減衰切替による変更の変動 1.15x10-4 dB 

ステップ減衰量の不確かさ 2.10x10-3 dB 

ステップ減衰器のパワー依存性 1.45x10-4 dB 

 

3.6 今後の取り組み 

 NMIJでは光ファイバパワー標準に関して2006年度か

ら1550 nm帯・1310 nm帯で，パワー範囲は50 µW – 1 mW

で，校正の依頼試験開始を予定している．これと関連し

て，2005年にNISTとの光ファイバパワー比較実験が行わ

れている．NISTは光ファイバパワー比較用の仲介器とし

てGeフォトダイオードによるトラップ検出器（後述）を

開発しており，これを用いてPTBとの光ファイバパワー

比較実験なども行われている11)．また，2005年11月からア

ジア太平洋計量計画（Asia Pasific Metrology Programme : 

APMP）による光ファイバパワー国際比較実験が開始され

る予定である．パイロットラボは韓国のKRISS，参加機関

は表4に示す8機関で，NMIJは2006年9-10月に比較測定を

実施する予定である．半導体フォトダイオードのパワーメ

ータを仲介器として巡回し，波長1310，1550 nm，パワー

1，10，100 µWについて国際比較を行なう． 

 光減衰量に関しては2005年秋からjcss供給を開始する

予定で，2006年度には認定事業者に対し，校正を開始す

る見込みである．適用範囲は1550 nm帯について，60 dB

の範囲での供給を手始めに，その後は波長範囲を1310 

nm帯へ拡大すること，またパワー範囲をWクラスのパワ

ー領域にも拡大していくことが課題となる．ハイパワー

用の標準供給は，特に長距離通信における中継増幅器の

関連で重要となるが，通常フォトダイオードは10 mWを

超えるパワーでは直線性が得られないため，ハイパワー

測定の際はフォトダイオード前方に減衰器を設置した構

造の検出器を検討している． 
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表4 2005-6 APMP 光ファイバパワー比較参加機関 

機関名 国名 

KRISS 韓国 

SPRING シンガポール 

NIMA オーストラリア 

NMIJ 日本 

CSIR-NML 南アフリカ 

CMS/ITRI 台湾 

NIM 中国 

NML-SIRIM マレーシア 

 

4. 海外の動向 

 

4.1 光ファイバパワー標準について 

 海外の主な国家標準研究機関（アメリカ・NIST : 

National Institute of Standards and Techonology，イギリ

ス・NPL : National Physical Laboratory，ドイツ・PTB : 

Physikalisch - Technischen Bundesanstalt）では，光ファ

イバパワー校正の需要に対応し，既に国家標準に基づい

たトレーサビリティ体系を構築している．特に上記3機

関に関しては，以下に述べるように光パワーの一次標準

器として極低温放射計を用いており，光ファイバパワー

校正を行なうための常用標準器に値を下ろしている．常

用標準器を値付けするための仲介器としては，次々節に

述べるように半導体フォトダイオードを用いたトラップ

検出器がよく用いられている． 

 

4.1.1 極低温放射計12,13) 

 熱型検出器で光パワーの測定精度を向上させるには，

光パワーと電気的パワーの等価性が極めて重要である．

吸収体を液体ヘリウム温度にまで冷却すると，金属の熱

伝導率はきわめて大きくなり，また比熱は小さくなって，

熱拡散定数としては常温の1000倍にもなる．これにより

入力パワーは速やかに吸収体に拡散するため，光パワー

と電気的パワーの等価性が著しく向上する．また，感度

も向上する． 

 このため，パワー計測の不確かさは4x10-5にもおよぶ

高精度を誇っており，各国NMIが光パワーの一次標準器

として用いている． 

 

4.1.2 トラップ検出器 

 これら1次標準器の高精度な値を実際の校正現場に導

入するにあたっては，仲介器として熱型検出器よりも十

分に応答が速く高感度で，持ち運びも便利な検出器が必

要であり，半導体型の光検出器（フォトダイオード）が

便利である．この場合，校正現場の温度管理をしっかり

とし，既知の波長で安定したレーザ光源を用いることで，

フォトダイオードに特有の比較的大きな不確かさを低減

することができる．しかし，依然として存在するのが検

出器表面での高い反射率と，入射光の偏光依存性である． 

 これらフォトダイオードの抱える諸問題を解決すべく

開発されたのがトラップ検出器14)である．トラップ検出

器は複数個のフォトダイオードを3次元的に配置し，入

射光パワーのうち前段のフォトダイオードで反射された

パワーを後段のフォトダイオードで捉え，反射ロスを抑

制する機構になっている． 

 トラップ検出器には5，6個のフォトダイオードを反射

光路上に次々に配置する透過型と，3個のフォトダイオ

ードを用い， 終段で垂直入射になるように配置して前

段のフォトダイオードに反射光を戻す反射型がある．反

射型は少数のフォトダイオードで構成されるため検出器

ユニットを小型にできるメリットがあり広く用いられて

いる15)． 

 また入射光パワーが3次元的な反射光路を取るように

フォトダイオードを配置することによって，反射光パワ

ーの偏光依存性を抑制することが可能である．Goebelら

によると，Siフォトダイオード単体の場合に比べ，3次元

配置トラップ検出器の偏光依存性（ビーム入射角をを3

度とした時の依存性）は一桁以上改善され，5x10-5にま

で低減されることが報告されている16)． 

 これらの工夫により，反射型Siトラップ検出器を用い

た光パワー計測の不確かさは633 nm，1 mWにおいて

0.05 %と高い精度を誇っている．ただし，波長依存性が

あるため絶対値計測は不可能で，各国とも極低温放射計

等，熱型の一次標準器から各種常用標準器に値を移す際

の高精度な仲介器として利用している． 

 通信波長帯に対応したトラップ検出器としてはGeト

ラップ17)やInGaAs18)トラップが開発されている．InGaAs

フォトダイオードは均一な大面積素子を作成するのが技

術的にまだ難しく，高価であるためトラップ検出器はあ

まり普及していない．一方，Geフォトダイオードは内部

抵抗が極めて小さいため，光電流を読み出す電流計の入

力インピーダンスに注意を要するという難点はあるもの

の，トラップ検出器用としては有力な素子である．NIST

では特に，光ファイバパワーを直接計測できるGeトラッ

プ検出器を開発し，国際比較における仲介器などとして

利用がなされている．このトラップ検出器は2枚のGeフ

ォトダイオードと1つの凹面鏡とを組み合わせた反射型

で，光ファイバ端面からの発散ビームがフォトダイオー

ドの有感領域から外れないように， 終段の凹面鏡で反
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射光が収束するように工夫がなされている．光ファイバ

ダプタ部は取り外しが可能で，空間系ビームの計測にも

対応している．光電流の読み出しは市販の低入力インピ

ーダンス・ピコアンメータもしくは，高精度オペアンプ

を用いたトランスインピーダンス回路によるI-Vコンバ

ータ等を用い，フォトダイオード内部抵抗の影響を抑え

る注意が必要である19)． 

 

4.2 その他の光ファイバ関連の標準 

 緒言でも述べたように，光ファイバ通信網を構成する

コンポーネントは多岐に渡っており，光ファイバパワー

標準の他にも性能試験や安全性評価で重要な計測が数多

くある． 

 近年，大容量通信の目的で開発がなされているWDM

技術では1本の光ファイバ中を多数の波長を用いて情報

伝達する方式が取られている．利用する波長の数が増え

るにつれ，隣り合う波長同士の間隔が狭まることとなり，

入射側でも検出側でも波長情報を極めて高精度に取り扱

う必要が出てきている．NMIJを含め，各国とも通信帯で

の波長標準の開発・供給に力を入れており，1530 – 1560 

nmのCバンド帯ではアセチレン安定化レーザの基準周波

数と光周波数コムを用いた極めて高精度な波長標準が整

備されつつある． 

 また通常，光ファイバ通信では光パルスの伝達によっ

て情報を伝送するため，入射光の波長ごとまたは偏光状

態ごとに伝送速度が異なる（分散）と光ファイバ中を伝

達するにつれ光パルス形状が崩れてしまうことから，波

長分散・偏光モード分散に関する標準も重要である． 

 このほかコネクタ部分における光ファイバ同士のつき

合わせにおいては，光ファイバ径やコーティング径，モ

ードフィールド径などの不整合が伝送損失をもたらすた

め，これら光ファイバの幾何形状の標準についても大き

な需要がある．NISTやNPLではこれら光ファイバパワー

以外の光ファイバ関連の標準供給にも力を入れている． 

 

4.3 各国NMIの光ファイバ系標準の動向 

 

4.3.1 NISTの動向20) 

 NISTでは極低温放射計（1 mWで不確かさ0.02 %）に

より，633，1319，1550 nmの波長で光ファイバパワー常

用標準器である焦電検出器（ECPR: Electrically Calibrated 

Pyroelectric Radiometer）に値付けしている．ECPRは熱

型の光パワー測定器で，吸収体に金黒コーティングを施

したLiTaO3焦電素子を用いている．焦電素子は温度上昇

により起電力を生じる強誘電体で，10 µW – 1 mWのパワ

ー範囲で0.16 %の不確かさが達成されている．ECPRは素

子の温度変化に対して電圧信号を生じるので，CWパワ

ーを計測する場合には光路中にチョッパーを設けて同期

検波する． 

 -90 – 0 dBm（1 pW – 1 mW）の範囲については直線性

校正で対応しており，その不確かさは0.1 %である．0 – 30 

dBmのハイパワー領域についても，特に1480 nmの波長

帯について直線性校正を行なっている． 

 また，先に述べたように光ファイバパワー計測用の仲

介器として，Geフォトダイオードを用いたトラップ検出

器を利用している． 

 光ファイバパワー以外の標準については，波長，波長

分散，偏光モード分散，光ファイバ幾何形状について供

給がなされている．波長以外の標準については，各種標

準試料（標準光ファイバなど）としての頒布も行なって

いる． 

 

4.3.2 NPLの動向21) 

 NPLでは極低温放射計（不確かさ0.01 %）を一次標準

器とし，光ファイバパワー常用標準器までの値付けに2

段階の仲介器を用いている．すなわち，極低温放射計の

値は633 nmの波長でSiフォトダイオードのトラップ検出

器に移され（不確かさ0.04 %），次に熱型検出器であるサ

ーモパイルに値付けされる．サーモパイルの吸収面は波

長によらず一定の吸収率を示し，パワー計測の不確かさ

は0.2 %である． 後にInGaAsフォトダイオードや積分球

+Geフォトダイオードの検出器に値が移される．ユーザ

のパワーメータの校正は100 µWで行なわれ，不確かさは

0.7 %となっている． 

 -90 – 0 dBm（1 pW – 1 mW）の範囲については重ねあ

わせ法による直線性の校正で対応していて，不確かさは

0.05 %である． 

 +35 dBmまでのハイパワー領域については，直線性の

校正されたハイパワー用サーモパイルとの比較法によっ

て校正がなされており，不確かさは1.6 %である． 

 NPLは各国NMIの中でも特に光ファイバ関連の標準供

給に力を入れており，波長，波長分散，偏光モード分散，

光ファイバ幾何形状といった基本的なパラメータの標準

以外にも，シングルモード光ファイバのカットオフ波長，

光ファイバの非線形パラメータ，OTDR，マルチモード

光ファイバの開口数，光ファイバ長さ，光ファイバアン

プのゲイン，光ファイバの屈折率や光ファイバ内の応力

分布測定まで，極めて多岐に渡る標準供給に対応してい

る． 
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4.3.3 PTBの動向22) 

 PTBの光パワー一次標準器は極低温放射計である．

NIST，NPLと異なる点は，標準器をクリーンルーム内で

動作させ，塵・埃などによる影響を極力低減する努力が

なされていることである．これにより極低温放射計の極

めて小さな不確かさを 大限に生かすことができ，測定

不確かさ0.005 %という値を誇っている． 

 極低温放射計の値はSiフォトダイオードのトラップ検

出器によって633 nmの波長で10-4台の不確かさで下ろさ

れ，さらに真空サーモパイルに値付けされる．サーモパ

イルは波長感度特性が一定であるため，可視光での値付

けの後，通信波長帯の入射光に対するパワー測定が可能

となる．校正の不確かさは 終的に0.3 – 0.6 %（k=2）と

なっている． 

 1pWまでの低パワーに関してはやはり，直線性の校正

により対応している． 

 

4.3.4 CMCリスト23) 

 BIPMのKCDB（Key Comparison Data Base: 基幹比較

データベース）のAppendix C：CMC（Calibration and 

Measurement Capability）リストによると，2005年9月現

在，光ファイバパワーのカテゴリーに関して登録されて

いる国家標準機関および，適用範囲・不確かさは表5の

通りである．先に述べた主要3機関はもとより，アジア・

太平洋地域の国々も5カ国の機関が既に登録されている．

1310 nm，1550 nmの通信波長帯を中心に，パワー範囲は

概ね10 µW – 1 mWについて登録されている．不確かさに

ついてはNISTの0.5 %，PTBの0.3 – 0.6 %が目立つが，そ

の他は概ね1 – 2 %となっている（いずれもk=2）．光ファ

イバパワーに関して，NMIJは諸外国に立ち遅れているの

が現状で，2006年度の依頼試験に続き，APMPの国際比

較を経て早急にCMC登録を目指す必要があるといえる． 

 減衰量のカテゴリーに関しては現在のところCMC登

録がなされている機関はない．しかしながら光ファイバ

パワーのCMCリスト中にはnWレベルの低パワーについ

て登録がなされている機関もあり，これは減衰量（検出

器の直線性）の校正なくしては値付け不可能であり，そ

の需要の大きさからも減衰量標準の開発・供給が急務で

あることにはかわりはない． 

 

 

 

表5 BIPM・KCDBのCMCリスト（Appendix C） 

機関名（国名） パワー範囲 波長範囲 不確かさ（k=2） 

NMIA (Australia) 10 µW ~ 1 mW 670 ~ 1560 nm 1.6 % 

NIM (China) 1 nW ~ 1 mW 850, 1310, 1550 nm 3 % 

DFM (Denmark) 50 µW ~ 1 mW 800 ~ 1600 nm 0.75 % 

MIKES (Finland) 1 nW ~ 7 mW 1310, 1550 nm 1.5 ~ 2% 

LNE (France)  850, 1310, 1550 nm 1.6 ~ 1.8 % 

PTB (Germany) 1 nW ~ 3 mW 850, 1300, 1550 nm 0.3 ~ 0.6 % 

IEN (Italy) 10 µW ~ 1 mW 850 nm 2.0 % 

KRISS (Korea) 10 µW ~ 1 mW 1300 nm 2 % 

NML-SIRIM (Malaysia)  1310, 1550 nm 2 % 

SPRING (Singapore) 1 µW ~ 1 mW 850, 1310, 1550 nm 1.2 % 

IFA-CSIC (Spain) 20 µW ~ 1 mW 800 ~ 1600 nm 1.5 % 

SP (Sweden) 5 µW ~ 1 mW 850, 1300, 1550 nm 1 ~ 2 % 

METAS (Switzerland) 5 µW, 100 µW 850, 1310, 1550 nm 1.1 % 

NMi-VSL (Netherlands) < 1 mW 850, 1300, 1550 nm 3 % 

NPL (UK)  850, 1300, 1480~1570 nm 1.0 % 

NIST (USA) 0.1 mW 850 nm帯, 1310 nm帯, 1550 nm帯 0.5 % 
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5. 総括 

 
 本稿では近年発展の著しい光情報通信分野で特に重要

な，光ファイバに関連する光ファイバパワー標準及び減

衰量標準（直線性校正）について，産業界の需要ととも

に，その測定原理や不確かさ，各国の現状などについて

述べた．わが国における光ファイバパワー標準は，レー

ザパワー標準の二次標準器を所有する認定事業者により

範囲の拡張としての供給がなされている．NMIJにおいて

は光ファイバパワー専用の特定標準器を開発することが

必要であり，物理標準供給計画にも明記されているとこ

ろである．光ファイバパワーは2006年度から依頼試験の

受付開始を予定している．また，国内外問わず光ファイ

バ通信網が今後ますます利用拡大されていくであろうこ

とを考えると，その試験やメンテナンスに用いられるパ

ワーメータの校正は極めて重要であり，2005-6年に

APMPで行なわれる国際比較への参加は国際的な相互認

証に向けて大きな意味を持つ． 

 光ファイバパワーの標準は，1 pWから1 Wクラスまで，

12桁以上にもわたる非常に幅広いダイナミックレンジ

について校正の需要があり，標準供給にあたっては光フ

ァイバパワーの絶対計測とともに，被校正検出器の直線

性評価も重要で，そのために減衰量標準が重要であるこ

とは言を待たない．NMIJでは減衰量標準が既に2005年4

月から依頼試験の受付を開始しており，2005年中には

jcss校正が認定される予定である． 

 光通信に関連する標準として，WDMの分野では波長

（周波数）標準が重要視されているが，これはNMIJでも

時間・周波数計測科が既に依頼試験にてサービスを提供

している． 

 このほか，分散（偏光モード分散・波長分散など），光

ファイバの幾何形状，OTDRといった光ファイバ関連の

標準について需要があり，NISTやNPLで積極的に供給が

なされている．これら関連量の標準は極めて多岐に渡る

ため，NMIJで今後どのように取り組んで行くかについて

十分に検討を行なう必要があると考えられる． 
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